
令和５年度市町村等公営企業決算の状況 

※「地方公営企業決算状況調査」より 

Ⅰ 総 論 

 

１ 概 要 

 

(1) 事業数 

 

令和５年度における市町村及び一部事務組合（企業団）が経営する地方公営企業（以下「市町村等

公営企業」という。）は全体で１７３事業（地方公営企業法適用１３１事業、法非適用４２事業）で、

前年度に比べ３事業（１．７％）減少している。 

これを事業別にみると、下水道事業が８３事業で最も多く全体の４８．０％を占め、以下、上水道

事業が３３事業で１９．１％、病院事業が１８事業で１０．４％の順となっている。 

 

 

第１表 市町村等公営企業の事業数の推移 

（単位：事業） 

年　　度

R1 R2 R3 R4 R5 法 適 用 法非適用

事　　業 事 業 事 業

上 水 道 33 33 33 33 33 19.1% 33 0 0 0.0%

簡 易 水 道 3 3 3 3 3 1.7% 2 1 0 0.0%

工 業 用 水 道 1 1 1 1 1 0.6% 1 0 0 0.0%

交 通 3 3 3 3 3 1.7% 2 1 0 0.0%

電 気 - - - - - - - - - -

ガ ス 2 2 2 2 2 1.2% 2 0 0 0.0%

病 院 18 18 18 18 18 10.4% 18 0 0 0.0%

市 場 7 7 7 7 7 4.0% 0 7 0 0.0%

観 光 施 設 4 4 4 4 3 1.7% 0 3 ▲ 1 ▲ 25.0%

宅 地 造 成 12 12 11 13 12 6.9% 0 12 ▲ 1 ▲ 7.7%

下 水 道 83 83 83 83 83 48.0% 66 17 0 0.0%

駐 車 場 整 備 2 2 2 2 1 0.6% 0 1 ▲ 1 ▲ 50.0%

介 護 サ ー ビ ス 6 6 6 6 6 3.5% 6 0 0 0.0%

そ の 他 1 1 1 1 1 0.6% 1 0 0 0.0%

計 175 175 174 176 173 100.0% 131 42 ▲ 3 ▲ 1.7%

内訳 対前年度比較

構成比
増減数 増減率

 

 

■事業数の増減 

【観光施設】１事業減 気仙沼市（法非適用事業）   

【宅地造成】１事業減 東松島市（法非適用事業） 

【駐車場整備】１事業減 仙台市（法非適用事業） 



令和５年度地方公営企業決算状況調査 調査対象事業 
事業　

区分

市町村

　等名

1 仙台市 ☆ ☆☆ ☆ ☆ ◎ ◎ ◎ ◎ ② ② ◎ 12 その他は地域下水道事業（コミュニティプラント)

2 石巻市 △ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ② 7 病院事業は１事業２施設

3 塩竈市 ☆ ○ ☆ ◎ ◎ ① 6

4 気仙沼市 ☆ ☆ ☆ ☆ ◎ ◎ ◎ ◎ ① 9
病院事業は１事業２施設

簡易水道事業（法適用）は上水道事業と別会計

5 白石市 ☆ ◎ ☆ ☆ 4

6 名取市 ☆ ◎ ◎ ① 4

7 角田市 ☆ △ ☆ ☆ ① 4

8 多賀城市 ☆ ☆ 2

9 岩沼市 ☆ ☆☆ ☆ ① 5 下水道公共は公共下水道と特定公共下水道

10 登米市 ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ② ☆ 9 病院事業は１事業３施設

11 栗原市 ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ 7 病院事業は１事業３施設

12 東松島市 △ ◎ ◎ ◎ 3

13 大崎市 ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ② 7 病院事業は１事業４施設

14 富谷市 ☆ △ ◎ △ 2

12 1 3 2 8 15 6 11 4 2 5 4 6 1 1 81

15 蔵王町 ☆ ☆ ◎ ☆ 4 簡易水道事業（法適用）は上水道事業と同一会計

16 七ヶ宿町 ○ ○ 2

17 大河原町 ☆ △ ☆ ① 3

18 村田町 ☆ ☆ △ ☆ ☆ ① 5

19 柴田町 ☆ △ ☆ 2

20 川崎町 ☆ ◎ ○ ① 4

21 丸森町 ☆ ◎ ◎ ◎ ② 5

22 亘理町 ☆ ☆ ① ① 4

23 山元町 ☆ ☆ ☆ 3

24 松島町 ☆ ☆ ② 3

25 七ヶ浜町 ☆ ○ 2

26 利府町 ☆ ☆ 2

27 大和町 ☆ △ ☆ ☆ ☆ ① △ 5

28 大郷町 ☆ △ ○ ○ ○ ③ △ 5

29 大衡村 ☆ △ ○ ○ △ 3

30 色麻町 ☆ △ ○ ○ ○ ○ ① △ 6

31 加美町 ☆ △ ○ ○ ○ ○ ② △ 6

32 涌谷町 ☆ ☆ ◎ ◎ ☆☆ 6 介護サービス事業は介護老人保健施設と指定訪問看護ステーション

33 美里町 ☆ ◎ ◎ ◎ 4

34 女川町 ☆ ◎ ☆ ☆ ① 5 病院事業はH24から想定企業会計

35 南三陸町 ☆ ◎ ○ ◎ ◎ ① ◎ 7 公共下水道事業はR2から想定企業会計

20 2 1 7 15 8 8 1 1 1 6 3 3 6 1 3 86

32 3 1 3 2 15 30 14 19 5 1 3 11 7 3 12 1 4 1 167

K1
黒川地域
行政事務組合

◎ ◎ 2

K2
石巻地方広域

水道企業団
☆ 1

K3
加美郡保健医療
福祉行政組合

◎ ◎ 2

K4
みやぎ県南中核

病院企業団
☆ 1

1 3 2 6

33 3 1 3 2 18 30 14 19 5 1 3 11 7 3 12 1 6 1 173

【適用別（仙台市含む）】
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法適用計 33 2 1 2 2 18 26 9 17 5 2 7 6 1 131

法非適用計 1 1 4 5 2 1 1 4 7 3 12 1 42

計 33 3 1 3 2 18 30 14 19 5 1 3 11 7 3 12 1 6 1 173

【適用別（仙台市除く）】
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法適用計 32 2 1 1 17 25 8 16 5 2 6 6 121

法非適用計 1 1 4 5 2 1 1 4 6 3 11 1 40

計 32 3 1 1 1 17 29 13 18 5 1 3 10 6 3 11 1 6 161

【対前年度比（仙台市含む）】

法適用計 2 1 1 1 5

法非適用計 ▲2 ▲1 ▲1 ▲1 ▲1 ▲1 ▲1 ▲8

計 ▲1 ▲1 ▲1 ▲3

【適用別（仙台市含む）】前年度（令和４年度）調査

法適用計 33 2 1 2 2 18 24 8 16 4 2 7 6 1 126

法非適用計 1 1 6 6 3 1 1 1 4 7 4 13 2 50

計 33 3 1 3 2 18 30 14 19 5 1 3 11 7 4 13 2 6 1 176
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【凡 例】
☆…法全部適用事業

◎…法一部適用事業

○…法非適用事業

△…一部事務組合参加事業

※○内の数字は施設数。

 



(2) 決算規模 

 

令和５年度における市町村等公営企業の決算規模は３，７９３億４百万円で、前年度に比べ

３２３億６４百万円（７．９％）減少している。 

これを事業別にみると、病院事業が１，１０３億９９百万円で最も大きく全体の２９．１％を占め、

以下、下水道事業が１，０３７億９０百万円で２７．４％、上水道事業が７６０億３百万円で２０．０％、

ガス事業が４３３億３百万円で１１．４％、交通事業が３６３億９８百万円で９．６％の順となって

おり、この５事業で全体の９７．５％を占めている。 

前年度に比べ決算規模が増加した主な事業は、交通事業が２７億５６百万円（８．２％）増となっ

ており、減少した主な事業は、下水道事業が３２６億２２百万円（２３．９％）減、宅地造成事業が

１８億１３百万円（３８．８％）減となっている。 

 

 

第２表 市町村等公営企業の決算規模の推移 

【全体分】                                 （単位：百万円） 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

83,010 75,452 74,944 75,449 76,003 20.0% +553 +0.7%

333 70 87 90 95 0.0% +6 +6.5%

4 4 4 4 7 0.0% +2 +50.8%

34,597 31,790 32,023 33,642 36,398 9.6% +2,756 +8.2%

- - - - - - - -

36,369 31,387 33,272 44,332 43,303 11.4% ▲ 1,029 ▲ 2.3%

108,748 111,624 107,957 110,400 110,399 29.1% ▲ 1 ▲ 0.0%

3,915 4,187 4,811 4,404 4,326 1.1% ▲ 78 ▲ 1.8%

120 96 83 128 149 0.0% +21 +16.2%

4,137 3,018 2,695 4,676 2,864 0.8% ▲ 1,813 ▲ 38.8%

150,591 139,046 137,245 136,412 103,790 27.4% ▲ 32,622 ▲ 23.9%

229 193 168 204 2 0.0% ▲ 202 ▲ 98.9%

1,830 1,930 1,788 1,849 1,918 0.5% +69 +3.7%

44 28 57 77 50 0.0% ▲ 27 ▲ 35.3%

　　　計 423,928 398,825 395,135 411,668 379,304 100.0% ▲ 32,364 ▲ 7.9%

年　度

事　業

対前年度比較

構成比

下 水 道

増減額 増減率

駐 車 場 整 備

上 水 道

簡 易 水 道

工 業 用 水 道

交 通

電 気

ガ ス

介 護 サ ー ビ ス

そ の 他

Ｒ１ Ｒ２

病 院

市 場

観 光 施 設

宅 地 造 成

 

（注）決算規模は次の算式により算出している（以下の表においても同様）。 

法適用事業 : 総費用－減価償却費＋資本的支出 

法非適用事業 : 総費用＋資本的支出＋積立金＋繰上充用金 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【通常収支分】                                （単位：百万円） 

Ｒ４ Ｒ５

74,503 71,121 69,196 73,232 75,738 20.0% +2,506 +3.4%

333 70 87 90 95 0.0% +6 +6.5%

4 4 4 4 7 0.0% +2 +50.8%

34,597 31,790 32,023 33,642 36,398 9.6% +2,755 +8.2%

- - - - - - - -

36,224 31,325 33,272 44,332 43,303 11.4% ▲ 1,029 ▲ 2.3%

108,748 111,624 107,957 110,400 110,399 29.1% ▲ 1 ▲ 0.0%

3,915 4,187 4,811 4,404 4,326 1.1% ▲ 78 ▲ 1.8%

120 96 83 128 149 0.0% +21 +16.2%

3,661 2,483 1,301 4,676 2,749 0.7% ▲ 1,927 ▲ 41.2%

110,997 106,183 107,455 99,825 103,735 27.4% +3,910 +3.9%

229 193 168 204 2 0.0% ▲ 202 ▲ 98.9%

1,830 1,930 1,788 1,849 1,918 0.5% +69 +3.7%

44 28 57 77 50 0.0% ▲ 27 ▲ 35.3%

375,205 361,034 358,202 372,864 378,869 100.0% +6,005 +1.6%

増減額 増減率
Ｒ２ Ｒ３

事　業

上 水 道

簡 易 水 道

工 業 用 水 道

交 通

年　度

Ｒ１

電 気

ガ ス

病 院

市 場

観 光 施 設

宅 地 造 成

下 水 道

駐 車 場 整 備

介 護 サ ー ビ ス

そ の 他

計

対前年度比較

構成比

 
（注）通常収支分は、全体分から東日本大震災分を控除した額である（以下の表においても同様）。 

 

【東日本大震災分】                             （単位：百万円） 

Ｒ４ Ｒ５

8,507 4,331 5,748 2,217 265 60.9% ▲ 1,952 ▲ 88.1%

0 　 0 0 0 0.0% 0 -

0 0 0 0 0 0.0% 0 -

0 0 0 0 0 0.0% 0 -

- - - - - - - -

145 62 0 0 0 0.0% 0 -

0 0 0 0 0 0.0% 0 -

0 0 0 0 0 0.0% 0 -

0 0 0 0 0 0.0% 0 -

477 536 1,395 0 115 26.4% +115 皆増

39,594 32,862 29,790 36,587 55 12.7% ▲ 36,532 ▲ 99.8%

0 0 0 0 0 0.0% 0 -

0 0 0 0 0 0.0% 0 -

0 0 0 0 0 0.0% 0 -

48,723 37,790 36,933 38,805 435 100.0% ▲ 38,370 ▲ 98.9%

増減額 増減率

年　度

Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３

事　業

宅 地 造 成

観 光 施 設

下 水 道

駐 車 場 整 備

計

電 気

ガ ス

簡 易 水 道

工 業 用 水 道

交 通

病 院

市 場

対前年度比較

構成比

介 護 サ ー ビ ス

そ の 他

上 水 道

 
（注）東日本大震災分は、東日本大震災に係る復旧事業、復興事業等における額である（以下の表にお

いても同様）。 

 

 

 

 

 

 

 



(3) 建設投資額 

  

令和５年度における市町村等公営企業の建設投資額は７３２億５６百万円で、前年度に比べ

２６５億９１百万円（２６．６％）減少している。 

これを事業別にみると、下水道事業が３２４億１８百万円で最も多く全体の４４．３％を占め、

以下、上水道事業が２６２億６４百万円で３５．９％、病院事業が４８億２４百万円で６．６％、

交通事業が４０億５５百万円で５．５％、ガス事業が３６億１４百万円で４．９％の順となってお

り、この５事業で全体の９７．２％を占めている。 

また、前年度に比べ建設投資額が増加した主な事業は、宅地造成事業が８億７６百万円

（１０７．２％）増、上水道事業が８億５１百万円（３．３％）増となっており、減少した主な事業

は、下水道事業が３０２億３９百万円（４８．３％）減、市場事業が４億４３百万円（６０．３％）

減となっている。 

 

 

第３表 市町村等公営企業の建設投資額の推移 

【全体分】                                  （単位：百万円） 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

29,857 25,464 25,153 25,413 26,264 35.9% +851 +3.3%

212 14 21 18 20 0.0% +2 +8.8%

0 0 0 0 3 0.0% +3 皆増

3,357 2,839 2,559 3,311 4,055 5.5% +744 +22.5%

- - - - - - - -

3,298 2,886 3,069 2,778 3,614 4.9% +836 +30.1%

4,386 5,067 5,121 4,012 4,824 6.6% +811 +20.2%

522 822 1,368 734 291 0.4% ▲ 443 ▲ 60.3%

15 5 3 7 30 0.0% +23 +332.3%

1,323 901 1,054 817 1,693 2.3% +876 +107.2%

67,093 57,697 58,217 62,657 32,418 44.3% ▲ 30,239 ▲ 48.3%

40 69 13 38 0 0.0% ▲ 38 皆減

14 23 20 38 16 0.0% ▲ 22 ▲ 57.3%

0 1 0 24 29 0.0% +5 +22.9%

　　　計 110,116 95,787 96,599 99,847 73,256 100.0% ▲ 26,591 ▲ 26.6%

増減率

病 院

市 場

観 光 施 設

宅 地 造 成

下 水 道

駐 車 場 整 備

介 護 サ ー ビ ス

そ の 他

上 水 道

簡 易 水 道

工 業 用 水 道

交 通

電 気

ガ ス

年　度

Ｒ１ Ｒ２

対前年度比較

構成比
事　業

増減額

 

 （注） 建設投資額とは、資本的収支の建設改良費である。 

 



【通常収支分】                               （単位：百万円） 

Ｒ４ Ｒ５

21,411 21,233 19,499 23,239 25,999 35.6% +2,759 +11.9%

212 14 21 18 20 0.0% +2 +8.8%

0 0 0 0 3 0.0% +3 皆増

3,357 2,839 2,559 3,311 4,055 5.6% +744 +22.5%

- - - - - - - -

3,153 2,824 3,069 2,778 3,614 5.0% +836 +30.1%

4,386 5,067 5,121 4,012 4,824 6.6% +811 +20.2%

522 822 1,368 734 291 0.4% ▲ 443 ▲ 60.3%

15 5 3 7 30 0.0% +23 +332.3%

1,056 890 ▲ 247 817 1,693 2.3% +876 +107.2%

29,134 25,158 28,480 26,070 32,363 44.4% +6,294 +24.1%

40 69 13 38 0 0.0% ▲ 38 皆減

14 23 20 38 16 0.0% ▲ 22 ▲ 57.3%

0 1 0 24 29 0.0% +5 +22.9%

　　　計 63,300 58,945 59,907 61,086 72,936 100.0% +11,850 +19.4%

増減額 増減率

電 気

ガ ス

病 院

市 場

観 光 施 設

交 通

Ｒ３

下 水 道

駐 車 場 整 備

介 護 サ ー ビ ス

そ の 他

年　度

Ｒ１ Ｒ２

宅 地 造 成

構成比
事　業

上 水 道

簡 易 水 道

工 業 用 水 道

対前年度比較

 

 

【東日本大震災分】                             （単位：百万円） 

Ｒ４ Ｒ５

8,446 4,232 5,654 2,174 265 82.8% ▲ 1,909 ▲ 87.8%

0 0 0 0 0 0.0% 0 -

0 0 0 0 0 0.0% 0 -

0 0 0 0 0 0.0% 0 -

- - - - - - - -

145 62 0 0 0 0.0% 0 -

0 0 0 0 0 0.0% 0 -

0 0 0 0 0 0.0% 0 -

0 0 0 0 0 0.0% 0 -

267 10 1,301 0 0 0.0% 0 -

37,958 32,539 29,737 36,587 55 17.2% ▲ 36,532 ▲ 99.8%

0 0 0 0 0 0.0% 0 -

0 0 0 0 0 0.0% 0 -

0 0 0 0 0 0.0% 0 -

　　　計 46,816 36,843 36,692 38,761 320 100.0% ▲ 38,441 ▲ 99.2%

増減額 増減率

介 護 サ ー ビ ス

上 水 道

簡 易 水 道

工 業 用 水 道

交 通

そ の 他

病 院

市 場

観 光 施 設

宅 地 造 成

下 水 道

駐 車 場 整 備

電 気

ガ ス

年　度

Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３

対前年度比較

構成比
事　業

 

 

 



(4) 企業債 

 

ア 企業債発行額  

 

令和５年度における市町村等公営企業の企業債発行額は４８６億５２百万円で、前年度に比べ

８９億３５百万円（２２．５％）増加している。 

これを事業別にみると、下水道事業が２９９億７６百万円で最も多く全体の６１．６％を占め、

以下、上水道事業が８２億２９百万円で１６．９％、交通事業が５０億７０百万円で１０．４％、

病院事業が４１億２４百万円で８．５％の順となっており、この４事業で全体の９７．４％を占め

ている。 

また、前年度に比べ企業債発行額が増加した主な事業は、下水道事業が４７億８０百万円

（１９．０％）増、交通事業が２１億３７百万円（７２．９％）増となっており、減少した主な事

業は、ガス事業が１０億２９百万円（９４．７％）減となっている。 

 

第４表 市町村等公営企業の企業債発行額の推移 

（単位：百万円） 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

8,631 7,270 6,868 6,945 8,229 16.9% +1,284 +18.5%

133 8 19 15 33 0.1% +18 +116.7%

0 0 0 0 0 0.0% 0 -

2,622 2,338 2,250 2,933 5,070 10.4% +2,137 +72.9%

- - - - - - - -

1,061 1,068 1,045 1,087 58 0.1% ▲ 1,029 ▲ 94.7%

3,090 4,020 4,006 2,733 4,124 8.5% +1,391 +50.9%

478 778 1,129 502 325 0.7% ▲ 176 ▲ 35.2%

0 0 0 0 0 0.0% 0 -

421 126 468 289 833 1.7% +545 +188.7%

31,421 29,595 31,244 25,196 29,976 61.6% +4,780 +19.0%

0 0 0 0 0 0.0% 0 -

0 0 0 19 4 0.0% ▲ 14 ▲ 77.8%

0 0 0 0 0 0.0% 0 -

47,858 45,203 47,028 39,717 48,652 100.0% +8,935 +22.5%

850 886 286 418 1,251 2.6% +833 +199.4%

増減額 増減率

計

介 護 サ ー ビ ス

そ の 他

病 院

市 場

観 光 施 設

宅 地 造 成

下 水 道

駐 車 場 整 備

上 水 道

簡 易 水 道

工 業 用 水 道

交 通

電 気

ガ ス

上記計のうち一部事務組合分

年　度

Ｒ１ Ｒ２

対前年度比較

構成比
事　業

 

（注）企業債発行額は、資本的収入のうち企業債の額で収入済みの額である。 



イ 企業債現在高 

 

令和５年度における企業債現在高は７，７２４億７百万円で、前年度に比べ２７２億３９百万円

（３．４％）減少している。 

これを事業別にみると、下水道事業が４，１４１億５７百万円で最も多く全体の５３．６％を占め、

以下、上水道事業が１，３０４億３４百万円で１６．９％、交通事業が１，２１６億２２百万円で

１５．７％、病院事業が６７８億４百万円で８．８％、ガス事業が２４４億５３百万円で３．２％の

順となっており、この５事業で全体の９８．２％を占めている。 

 

 

 

第５表 企業債事業別現在高の推移 

（単位：百万円） 

年度

Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

事業

上 水 道 149,399 144,754 139,568 134,323 130,434 16.9% ▲ 3,889 ▲ 2.9%

簡 易 水 道 605 294 290 280 288 0.0% +9 +3.1%

工 業 用 水 道 0 0 0 0 0 0.0% 0 -

交 通 129,054 128,627 126,688 124,089 121,622 15.7% ▲ 2,467 ▲ 2.0%

電 気 - - - - - - - -

ガ ス 34,631 31,637 29,060 27,111 24,453 3.2% ▲ 2,657 ▲ 9.8%

病 院 83,049 80,481 76,159 71,771 67,804 8.8% ▲ 3,967 ▲ 5.5%

市 場 12,604 12,417 12,485 12,009 11,368 1.5% ▲ 641 ▲ 5.3%

観 光 施 設 33 31 30 28 26 0.0% ▲ 2 ▲ 6.2%

宅 地 造 成 2,312 2,081 1,570 793 1,338 0.2% +546 +68.8%

下 水 道 484,306 465,517 448,149 428,157 414,157 53.6% ▲ 14,000 ▲ 3.3%

駐 車 場 整 備 0 0 0 0 0 0.0% 0 -

介 護 サ ー ビ ス 1,595 1,423 1,247 1,086 915 0.1% ▲ 171 ▲ 15.8%

そ の 他 0 0 0 0 0 0.0% 0 -

計 897,588 867,263 835,246 799,646 772,407 100.0% ▲ 27,239 ▲ 3.4%

上記計のうち一部事務組合分 22,058 20,889 18,953 17,144 16,142 2.1% ▲ 1,002 ▲ 5.8%

構成比

対前年度比較

増減額 増減率

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



ウ 企業債元利償還金 

 

令和５年度における企業債元利償還金は８８０億３７百万円で、前年度に比べ６億２３百万円

（０．７％）減少している。 

これを事業別にみると、下水道事業が４８９億円で最も多く全体の５５．５％を占め、以下、上

水道事業が１３７億２９百万円で１５．６％、交通事業が１１７億９０百万円で１３．４％、病院

事業が８９億８７百万円で１０．２％、ガス事業が２９億８７百万円で３．４％の順となっており、

この５事業で全体の９８．１％を占めている。 

また、前年度に比べ企業債元利償還金が増加した主な事業は、交通事業が１１億５８百万円

（１０．９％）増、病院事業が８億９５百万円（１１．１％）増となっており、減少した主な事業

は、下水道事業が１９億１百万円（３．７％）減となっている。 

 

第６表 企業債元利償還金の推移 

（単位：百万円） 

Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

上 水 道 14,388 14,347 14,122 13,965 13,729 15.6% ▲ 236 ▲ 1.7%

簡 易 水 道 38 25 25 27 25 0.0% ▲ 2 ▲ 6.8%

工 業 用 水 道 0 0 0 0 0 0.0% 0 -

交 通 9,477 9,900 10,233 10,632 11,790 13.4% +1,158 +10.9%

電 気 - - - - - - - -

ガ ス 4,938 4,498 3,986 3,344 2,987 3.4% ▲ 356 ▲ 10.7%

病 院 9,023 8,359 8,394 8,092 8,987 10.2% +895 +11.1%

市 場 1,116 1,118 1,172 1,084 1,060 1.2% ▲ 24 ▲ 2.3%

観 光 施 設 2 2 2 2 2 0.0% 0 +0.0%

宅 地 造 成 1,962 361 325 505 351 0.4% ▲ 154 ▲ 30.5%

下 水 道 56,834 55,401 54,880 50,801 48,900 55.5% ▲ 1,901 ▲ 3.7%

駐 車 場 整 備 0 0 0 0 0 0.0% 0 -

介 護 サ ー ビ ス 207 207 207 207 205 0.2% ▲ 2 ▲ 1.0%

そ の 他 0 0 0 0 0 0.0% 0 -

計 97,986 94,217 93,347 88,660 88,037 100.0% ▲ 623 ▲ 0.7%

上記計のうち一部事務組合分 2,449 2,530 2,561 2,530 2,520 2.9% ▲ 10 ▲ 0.4%

元 金 84,080 81,756 82,267 78,827 79,108 89.9% +281 +0.4%

利 息 13,906 12,461 11,080 9,832 8,929 10.1% ▲ 903 ▲ 9.2%

計 97,986 94,217 93,347 88,660 88,037 100.0% ▲ 623 ▲ 0.7%

事
　
　
　
　
　
　
業
　
　
　
　
　
　
別

元
利
別

年　　度 対前年度比較

増減額 増減率構成比
事　　業

 
 

 

 

 

 



(5) 他会計繰入金  

 

令和５年度における他会計からの市町村等公営企業に対する繰入金は５８８億５７百万円で、前年

度に比べ２５６億５８百万円（３０．４％）減少している。 

この内訳をみると、収益的収入への繰入金が４０５億２５百万円で繰入率（収益的収入に占める割

合）は１２．２％、資本的収入への繰入金が１８３億３２百万円で繰入率（資本的収入に占める割合）

は２２．４％となっている。 

これを事業別にみると、下水道事業が２９０億１８百万円で最も多く全体の４９．３％を占め、以

下、病院事業が１９６億５４百万円で３３．４％、交通事業が４０億６３百万円で６．９％、上水道

事業が３４億３百万円で５．８％の順となっており、この４事業で全体の９５．４％を占めている。 

また、前年度に比べ繰入額が増加した主な事業は、市場事業が２億３８百万円（１８．６％）増と

なっており、減少した主な事業は、下水道事業が２５１億５３百万円（４６．４％）減となっている。 

  

第７表 市町村等公営企業への他会計繰入金の状況 

（単位：百万円） 
年　　度 　  対前年度比較

収益的収入 資本的収入 収益的収入 資本的収入

への繰入金 への繰入金 への繰入金 への繰入金

事　　業

上 水 道 1,336 2,474 3,809 3,116 1,165 2,238 3,403 3,355 5.8% ▲ 406 ▲ 10.7% 2.1% 19.5% 1.8% 18.5%

簡 易 水 道 1 39 41 41 1 34 35 35 0.1% ▲ 6 ▲ 13.6% 4.8% 66.8% 3.8% 46.0%

工 業 用 水 道 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0% 0 - 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

交 通 3,758 682 4,440 4,440 3,304 759 4,063 4,063 6.9% ▲ 377 ▲ 8.5% 12.8% 18.8% 10.8% 12.9%

電 気 - - - - - - - - - - - - - - -

ガ ス 98 60 157 157 25 59 84 84 0.1% ▲ 74 ▲ 46.8% 0.2% 5.0% 0.1% 21.1%

病 院 13,382 6,182 19,563 19,563 13,584 6,070 19,654 19,654 33.4% +90 +0.5% 12.5% 62.6% 13.3% 57.2%

市 場 867 411 1,278 1,278 1,144 372 1,516 1,516 2.6% +238 +18.6% 26.8% 35.7% 31.3% 53.2%

観 光 施 設 23 0 23 23 30 0 30 30 0.1% +8 +33.5% 16.5% 0.0% 16.2% 0.0%

宅 地 造 成 15 577 592 592 17 634 651 651 1.1% +59 +9.9% 0.5% 31.7% 2.9% 24.7%

下 水 道 21,789 32,381 54,170 27,706 21,044 7,973 29,018 29,018 49.3% ▲ 25,153 ▲ 46.4% 26.6% 47.6% 25.2% 16.2%

駐 車 場 整 備 1 0 1 1 1 0 1 1 0.0% +0 +12.5% 0.4% 0.0% 48.5% 0.0%

介護サービス 200 203 404 404 205 193 398 398 0.7% ▲ 6 ▲ 1.4% 12.4% 90.5% 12.3% 97.5%

そ の 他 37 0 37 37 5 0 5 5 0.0% ▲ 32 ▲ 86.6% 67.2% 0.0% 22.2% 0.0%

計 41,507 43,009 84,515 57,358 40,525 18,332 58,857 58,809 100.0% ▲ 25,658 ▲ 30.4% 12.3% 43.6% 12.2% 22.4%

資本的収入うち通常分 うち通常分
構成比

R4 R5

収益的収入

R4

増減額 増減率
収益的収入 資本的収入

R5 繰　　　入　　　率

計 計

 
  



(6) 料金改定の状況 

 

令和５年度中に料金改定を実施した事業は法適用事業の上水道事業で３事業（同事業全体の

９．１％）、下水道事業で６事業（同事業全体の９．２％）、法非適用事業の市場事業で１事業（同事

業全体の１１．１％）である。 

また、料金単価の供給原価に対する割合をみると、法適用の下水道事業で１０１．９％となってお

り、料金単価が供給原価を上回っているが、これら以外の事業では料金単価が供給原価を下回る状況

となっている。 

第８表 料金改定の状況 

（単位：事業） 

年　度

区　分 事業数
左のうち
料金改定
事業数

事業数
左のうち
料金改定
事業数

事　業 （施設数） （施設数） （施設数） （施設数） 

33 0 0.0% 33 3 9.1%

1 0 0.0% 1 0 0.0%

1 0 0.0% 1 0 0.0%

1 0 0.0% 1 0 0.0%

2 0 0.0% 2 0 0.0%

60 0 0.0% 65 6 9.2%

1 0 0.0% 1 0 0.0%

9 0 0.0% 9 1 11.1%

22 0 0.0% 17 0 0.0%

5 0 0.0% 2 0 0.0%

簡 易 水 道

市 場

下 水 道

駐 車 場

法
非
適
用
企
業

上 水 道

工 業 用 水 道

自 動 車 運 送

都 市 高 速 鉄 道

ガ ス

下 水 道

法
　
適
　
用
　
企
　
業

Ｒ５Ｒ４

改定率 改定率

交
 

通

 

（注）１ 下水道の事業数には特定公共下水道を含まない（以下の表においても同様）。 

２ 市場及び駐車場の事業数は施設数である。  

    

第９表 料金単価と供給原価の状況 

（単位：円、％）

区　分
(1) (2)

事　業
年　度 R4 R5 R4 R5 R4 R5

227.60 232.15 244.62 247.53 93.0% 93.8%

161.67 136.66 185.82 175.29 87.0% 78.0%

722.71 736.61 763.66 797.94 94.6% 92.3%

1,573.07 1,789.97 1,702.81 1,853.39 92.4% 96.6%

144.83 122.29 142.60 136.38 101.6% 89.7%

154.89 156.68 152.49 153.79 101.6% 101.9%

189.50 194.73 415.44 439.28 45.6% 44.3%

157.90 149.08 209.57 172.13 75.3% 86.6%

交
 

通

料金単価 供給原価
備　　考

((1)/(2))
×100

自 動 車 運 送

都 市 高 速 鉄 道

簡 易 水 道

下 水 道

法
非
適
用

法
　
適
　
用

水 道

工 業 用 水 道

下 水 道

ガ ス

車両走行1km当たり

給水量1㎥当たり

有収水量1㎥当たり

有収水量1㎥当たり

有収水量1㎥当たり

有収水量1㎥当たり

標準熱量（41.8605MJ/㎥）に
換算した1㎥当たり

車両走行1km当たり

 
 

                                                 



２ 法適用企業の経営状況  

 

(1) 損益収支 

 

令和５年度の法適用企業１３１事業の経常収益は３，２３５億４８百万円で、前年度に比べ４３億

７９百万円（１．３％）減少している。また、経常費用は３，１２８億７２百万円で、前年度に比べ

１７億１１百万円（０．５％）増加している。この結果、経常収支は１０６億７６百万円の黒字を計

上し、経常収支比率は１０３．４％となり、前年度に比べ２．０ポイント低下している。 

経常収支において、黒字を計上した事業数及び金額は８８事業で１７１億５８百万円、赤字を計上

した事業数及び金額は４３事業で６４億８２百万円となっている。 

経常損失を計上した主な事業をみると、病院事業が１８事業中１３事業で３７億２７百万円と最も

多く、以下、交通事業が２事業中全てで１５億２６百万円、下水道事業が６６事業中１７事業で８億

４１百万円となっている。 

なお、臨時的収支である特別利益と特別損失を含む純損益についてみると、全体で１０５億２３百

万円の黒字を計上しており、前年度に比べ黒字が５４億８０百万円（３４．２％）減少している。 

 

 

(2) 累積欠損金 

 

令和５年度における累積欠損金は２，０８１億５６百万円で、前年度に比べ５０億円（２．５％）

増加している。累積欠損金を有する事業数は全体の４１．２％に当たる５４事業で、前年度に比べ３事

業（５．９％）増加している。 

累積欠損金を有する主な事業をみると、交通事業が２事業中全てで１，０６４億５５百万円と最も

多く、以下、病院事業が１８事業中１７事業で９０５億２２百万円、下水道事業が６６事業中２５事

業で７７億３５百万円となっている。 

 

 

(3) 不良債務 

 

令和５年度において、不良債務（資金不足額）を有する事業数は、交通事業が２事業、病院事業が

１事業、下水道事業（※）が６事業、その他事業（※）が１事業の合わせて１０事業で、全体の７．６％

となっている。 

不良債務総額は４９億６４百万円で、前年度に比べ１億６８百万円（３．３％）減少している。こ

れを事業別にみると、下水道事業（※）が２９億５百万円で最も多く、以下、交通事業が１７億６１百

万円などとなっている。 

なお、営業収益に対する不良債務比率は２．０％となっている。 

（※）複数の事業を経理していることに伴う決算状況調査上の按分処理による不良債務であり、特別会計単位では

不良債務は生じていない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第１０表 法適用企業の決算状況の推移 

（単位：百万円） 

年　　度

Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

A 277,681 309,794 316,398 328,607 324,108 ▲ 4,499 ▲ 1.4%

B 276,286 303,595 312,232 327,927 323,548 ▲ 4,379 ▲ 1.3%

C 227,680 225,230 232,130 249,238 245,951 ▲ 3,287 ▲ 1.3%

う ち 料 金 収 入 205,852 201,107 208,119 223,992 220,788 ▲ 3,203 ▲ 1.4%

う ち 受 託 工 事 収 益 D 1,750 1,780 1,097 1,076 1,394 +317 +29.5%

1,395 6,199 4,166 680 561 ▲ 120 ▲ 17.6%

E 277,203 305,685 298,350 312,604 313,585 +981 +0.3%

F 273,021 298,071 295,327 311,161 312,872 +1,711 +0.5%

258,616 281,010 279,519 296,324 298,950 +2,625 +0.9%

う ち 職 員 給 与 費 63,354 72,830 69,896 70,520 70,220 ▲ 299 ▲ 0.4%

9,976 11,960 10,636 9,517 8,724 ▲ 793 ▲ 8.3%

4,182 7,614 3,023 1,443 713 ▲ 729 ▲ 50.6%

3,265 5,524 16,905 16,765 10,676 ▲ 6,090 ▲ 36.3%

12,676 17,152 23,807 21,522 17,158 ▲ 4,364 ▲ 20.3%

G 9,411 11,628 6,902 4,756 6,482 +1,726 +36.3%

478 4,109 18,048 16,003 10,523 ▲ 5,480 ▲ 34.2%

12,723 16,234 25,081 21,179 16,968 ▲ 4,211 ▲ 19.9%

12,245 12,125 7,034 5,176 6,445 +1,269 +24.5%

H 208,379 211,403 205,543 203,157 208,156 +5,000 +2.5%

I 5,068 5,062 4,407 5,132 4,964 ▲ 168 ▲ 3.3%

B/F 101.2% 101.9% 105.7% 105.4% 103.4% ▲2.0 -

A/E 100.2% 101.3% 106.0% 105.1% 103.4% ▲1.8 -

経 常 損 失 比 率 G/(C-D) 4.2% 5.2% 3.0% 1.9% 2.7% +0.7% -

累 積 欠 損 金 比 率 H/(C-D) 92.2% 94.6% 89.0% 81.9% 85.1% +3.3% -

不 良 債 務 比 率 I /(C-D) 2.2% 2.3% 1.9% 2.1% 2.0% ▲ 0.0% -

J 81 121 121 126 131 +5 +4.0%

K 32 35 27 32 43 +11 +34.4%

L 38 52 50 51 54 +3 +5.9%

M 12 15 10 11 10 ▲ 1 ▲ 9.1%

経常損失を生じた事業数 K/J 40.0% 29.2% 22.5% 25.6% 32.8% +7.2% -

累積欠損金を有する事業数 L/J 47.5% 43.3% 41.7% 40.8% 41.2% +0.4% -

不良債務を有する事業数 M/J 15.0% 12.5% 8.3% 8.8% 7.6% ▲ 1.2% -

経 常 損 失

累積欠損 金を有す る事 業数

経 常 損 失 を 生 じ た 事 業 数

営業収益
に対する
割　　合

総 収 支 比 率

特 別 損 失

不 良 債 務

総事業数
に対する
割　　合

純 損 失

経 常 利 益

支 払 利 息

経 常 損 益

純 損 益

営 業 費 用

経 常 収 支 比 率

項　　目

経 常 収 益

不 良 債 務 を 有 す る 事 業 数

累 積 欠 損 金

総 事 業 数

総 費 用

経 常 費 用

純 利 益

特 別 利 益

対前年度比較

総 収 益

営 業 収 益

増減 増減率

 

（注）不良債務＝（流動負債－建設改良等の財源に充てるための企業債－建設改良等の財源に充てるた

めの長期借入金－地方債に関する省令附則第８条の３に係るリース債務（PFI 法に基づく事業に係

る建設事業費等）） －（流動資産－建設改良費のうち翌年度に繰越される支出の財源充当額）。 



第１１表 法適用企業の事業別損益収支決算の状況 

                                      （単位：百万円） 

事　　業

全事業 水　道 交   通 ガ   ス 病    院

（簡易水道含む）

A 324,108 65,397 7 30,441 43,676 101,794 1,662

B 323,548 65,313 7 30,438 43,675 101,501 1,662

C 245,951 56,658 5 23,120 38,985 86,316 1,382

う ち 料 金 収 入 220,788 54,241 5 21,438 34,871 78,796 1,379

う ち 受 託 工事 収益 D 1,394 188 0 0 1,200 0 0

う ち 他 会 計繰 入金 E 14,650 272 0 0 0 5,013 0

77,596 8,655 2 7,318 4,690 15,185 280

う ち 他 会 計繰 入金 F 23,105 893 0 3,217 25 8,489 205

561 84 0 3 1 293 0

G 97 0 0 0 0 82 0

H 313,585 58,291 7 31,973 40,186 105,348 1,789

I 312,872 58,068 7 31,964 40,175 105,045 1,761

298,950 56,264 7 30,496 39,755 99,756 1,711

う ち 職 員 給 与 費 70,220 5,844 0 7,573 3,272 49,884 1,161

8,724 1,611 0 1,355 272 870 23

713 223 0 9 10 303 27

10,676 7,246 0 ▲ 1,526 3,500 ▲ 3,544 ▲ 99

17,158 7,483 0 0 3,514 183 20

J 6,482 237 0 1,526 14 3,727 119

10,523 7,106 0 ▲ 1,533 3,490 ▲ 3,555 ▲ 126

16,968 7,354 0 0 3,504 109 4

6,445 249 0 1,533 13 3,664 131

K 208,156 1,603 0 106,455 493 90,522 1,330

L 4,964 0 0 1,761 0 102 0

B/I 103.4% 112.5% 103.2% 95.2% 108.7% 96.6% 94.4%

A/H 103.4% 112.2% 103.2% 95.2% 108.7% 96.6% 92.9%

経 常 損 失 比 率 J/(C-D) 2.7% 0.4% 0.0% 6.6% 0.0% 4.3% 8.6%

累 積 欠 損 金 比 率 K/(C-D) 85.1% 2.8% 0.0% 460.4% 1.3% 104.9% 96.2%

不 良 債 務 比 率 L/(C-D) 2.0% 0.0% 0.0% 7.6% 0.0% 0.1% 0.0%

M 131 35 1 2 2 18 6

N 43 6 0 2 1 13 3

O 54 4 0 2 1 17 4

P 10 0 0 2 0 1 6 ※ 0 1 ※

経常損失を生じた事業数 N/M 32.8% 17.1% 0.0% 100.0% 50.0% 72.2% 50.0%

累積欠損金を有する事業数 O/M 41.2% 11.4% 0.0% 100.0% 50.0% 94.4% 66.7%

不良債務を有する事業数 P/M 7.6% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 5.6% 0.0%

他会計繰入金の額 E+F+G 37,852 1,165 0 3,217 25 13,584 205

総収益に対する割合 (E+F+G)/A 11.7% 1.8% 0.0% 10.6% 0.1% 13.3% 12.3%

経 常 収 益

営 業 収 益

工業用
水　道

総 収 益

介 護
サ ー ビ ス

下水道

81,110

総 収 支 比 率

営業収益
に対する
割　　合

う ち 他 会 計 繰 入 金

純 利 益

純 損 失

営 業 費 用

支 払 利 息

特 別 損 失

経 常 損 益

他 会 計
繰入金の
状 　　況

総 費 用

経 常 費 用

経 常 損 失 を生じ た 事 業数

総 事 業 数

累積欠損金を有する事業数

不 良 債 務を有す る事 業数

累 積 欠 損 金

不 良 債 務

経 常 収 支 比 率

純 損 益

経 常 利 益

経 常 損 失

営 業 外 収 益

項　　目

特 別 利 益

総事業数
に対する
割　　合

24.2%

19,651

9.1%

37.9%

25.8%

25

17

66

7.4%

19.6%

2.1%

106.8%

41,445

2,905

106.7%

7,735

838

5,996

5,158

841

10,271

15

75,952

75,812

70,921

その他

22

22

2

2

9,365

0

2,474

4,593

140

5,117

5,958

80,929

39,484

30,056

5

181

0

21

5

0

0

40

40

40

11

0

0

▲ 18

0

18

▲ 18

0

18

18

197

55.8%

55.8%

998.7%

998.7%

100.0%

5

22.2%

11,047.2%

1

1

1

100.0%

100.0%

※複数の事業を経理していることに伴う決算状況調査上の按分処理による不良債務であり、特別会計単

位では不良債務は生じていない。  

 

         



 (4) 資本収支 

 

令和５年度における建設改良費等の資本的支出は１，４７３億４４百万円で、前年度に比べ

２６７億８０百万円（１５．４％）減少している。 

その主な内訳をみると、建設改良費が７０６億８０百万円で、前年度に比べ２６３億２３百万円

（２７．１％）の減少、企業債償還金が７６２億５３百万円で、前年度に比べ１２億６９百万円

（１．７％）の増加となっている。 

また、資本的収入については７７０億３０百万円で、前年度に比べ１６２億７３百万円（１７．４％）

減少している。 

資本的収入の主な財源内訳をみると、企業債が４６９億１百万円で、前年度に比べ９０億６９百万

円（２４．０％）の増加、他会計繰入金が１５７億３８百万円で、前年度に比べ２５８億３８百万円

（６２．１％）の減少となっている。 

 

第１２表 法適用企業の資本的収支の状況 

〔年度別〕                                  （単位：百万円） 

年　　度

Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

60,440 80,469 100,214 93,303 77,030 ▲ 16,273 ▲ 17.4%

32,915 43,219 44,390 37,833 46,901 +9,069 +24.0%

12,731 35,214 37,242 41,576 16,933 ▲ 24,642 ▲ 59.3%

117,660 169,805 171,308 174,124 147,344 ▲ 26,780 ▲ 15.4%

60,910 91,578 92,931 97,004 70,680 ▲ 26,323 ▲ 27.1%

56,009 77,386 77,903 74,983 76,253 +1,269 +1.7%

19 295 537 91 64 ▲ 27 ▲ 29.7%

57,239 89,631 71,631 80,913 70,378 ▲ 10,535 ▲ 13.0%

56,088 83,156 66,069 75,478 66,350 ▲ 9,128 ▲ 12.1%

1,171 6,505 5,562 5,435 4,028 ▲ 1,407 ▲ 25.9%

う ち 企 業 債

資 本 的 収 入

資 本 的 支 出

対前年度比較

う ち 他 会 計 繰 入 金

項　　目
増減額 増減率

財 源 不 足 額

収 支 差 引 額 （ 不 足 額 ）

う ち 建 設 改 良 費

う ち 企 業 債 償 還 金

収 支 差 引 額 （ 差 額 ）

補 て ん 財 源

 

                                    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



〔事業別〕                                 （単位：百万円）        

事　　業

77,030 12,123 0 5,869 281 10,611 47,947 198 0

46,901 8,229 0 5,070 58 4,124 29,416 4 0

16,933 2,238 0 752 59 6,070 7,622 193 0

147,344 38,587 3 14,498 6,334 13,031 74,652 210 29

70,680 26,264 3 4,055 3,614 4,824 31,876 16 29

76,253 12,117 0 10,442 2,715 8,122 42,672 183 0

64 0 0 0 0 1 63 1 0

70,378 26,464 3 8,629 6,053 2,420 26,767 13 29

66,350 26,388 3 4,873 6,053 2,420 26,572 13 29

4,028 77 0 3,756 0 0 195 0 0

そ の 他

事　　　業　　　別　　　内　　　訳

介 護
サ ー ビ ス

下 水 道

う ち 企 業 債

病 院
項　　目

資 本 的 収 入

財 源 不 足 額

う ち 他 会 計 繰 入 金

う ち 建 設 改 良 費

う ち 企 業 債 償 還 金

収 支 差 引 額 （ 差 額 ）

収 支 差 引 額 （ 不 足 額 ）

資 本 的 支 出

ガ ス水 道
工 業 用
水 道

交 通
全事業

補 て ん 財 源

                   
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



３ 法非適用企業の経営状況  

 

(1) 収益的収支 

 

地方公営企業法を適用せず、官公庁会計方式で会計処理を行っている法非適用企業４２事業の令和

５年度における総収益は６９億７２百万円で、前年度に比べ３０億６４百万円（３０．５％）減少し

ている。また、総費用は４４億４３百万円で、前年度に比べ３億３６百万円（７．０％）減少してい

る。 

この結果、収支差引は２５億２９百万円の黒字となっており、前年度に比べ黒字が２７億２８百万

円（５１．９％）減少している。 

 

(2) 資本的収支 

 

資本的収入は４６億５１百万円で、前年度に比べ６億１９百万円（１１．７％）減少している。ま

た、資本的支出は６２億４３百万円で、前年度に比べ３９億３７百万円（３８．７％）減少している。 

この結果、収支差引は１５億９２百万円の赤字となっており、前年度に比べ赤字が３３億１９百万

円（６７．６％）減少している。 

なお、資本的収入のうち、地方債が１７億５１百万円で、前年度に比べ１億３４百万円（７．１％）

の減少、資本的支出のうち、建設改良費が２５億７６百万円で、前年度に比べ２億６７百万円

（９．４％）の減少、地方債償還金が２８億５５百万円で、前年度に比べ１５億５２百万円（３５．２％）

の減少となっている。 

 

(3) 実質収支 

 

収益的収支と資本的収支を合算し、これに繰上充用及び繰越財源等を調整した実質収支は、１０億

１７百万円の黒字となっており、前年度に比べ黒字が３億２０百万円（４５．９％）増加している。 

  なお、実質収支は４２事業全てで黒字となっており、赤字となった事業はない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第１３表 法非適用企業の決算状況の推移 

（単位：百万円）  

Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

A 37,564 10,275 9,655 10,036 6,972 ▲ 3,064 ▲ 30.5%

B 19,926 5,937 6,032 6,561 3,605 ▲ 2,956 ▲ 45.0%

う ち 料 金 収 入 16,186 5,602 5,740 6,284 3,537 ▲ 2,747 ▲ 43.7%

う ち 受 託 工 事 収 益 C 0 0 0 0 0 0 -

う ち 他 会 計 繰 入 金 4,334 216 179 166 38 ▲ 129 ▲ 77.4%

17,638 4,338 3,623 3,475 3,367 ▲ 108 ▲ 3.1%

う ち 他 会 計 繰 入 金 15,056 3,615 3,078 2,809 2,636 ▲ 174 ▲ 6.2%

D 21,250 5,045 5,175 4,779 4,443 ▲ 336 ▲ 7.0%

15,050 4,367 4,610 4,362 4,113 ▲ 249 ▲ 5.7%

う ち 職 員 給 与 費 1,539 641 656 664 651 ▲ 13 ▲ 2.0%

4,039 577 508 353 242 ▲ 111 ▲ 31.5%

E 16,313 5,230 4,481 5,257 2,529 ▲ 2,728 ▲ 51.9%

F 64,291 5,201 4,733 5,270 4,651 ▲ 619 ▲ 11.7%

15,712 1,984 2,638 1,885 1,751 ▲ 134 ▲ 7.1%

40,510 2,220 1,089 1,433 1,398 ▲ 35 ▲ 2.4%

G 78,398 9,534 9,383 10,180 6,243 ▲ 3,937 ▲ 38.7%

49,207 4,209 3,668 2,843 2,576 ▲ 267 ▲ 9.4%

H 28,070 4,370 4,364 4,408 2,855 ▲ 1,552 ▲ 35.2%

I ▲14,107 ▲4,333 ▲4,650 ▲4,910 ▲1,592 +3,319 ▲ 67.6%

(E+I) 2,207 897 ▲169 347 937 +591 -

2,216 462 380 697 1,017 +320 +45.9%

J 0 0 0 0 0 0 -

76.2% 109.1% 101.2% 109.2% 95.5% ▲ 13.7% -

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% -

収

益

的

収

支

地 方 債

年　　度

資

本

的

収

支

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

収 支 差 引 (F-G)

地 方 債 償 還 金

営 業 費 用

営 業 収 益

営 業 外 収 益

総 収 益

総 費 用

対前年度比較

項　　目

他 会 計 繰 入 金

収 支 差 引 (A-D)

地 方 債 利 息

資 本 的 収 入

黒 字

赤 字 比 率 J/(B-C)

収 支 再 差 引

実質

収支

収 益 的 収 支 比 率 A/(D+H)

赤 字

増減 増減率

 

 

 



（単位：百万円） 

交      通 簡易水道 市      場 観光施設 宅地造成 下水道 駐車場整備

A 6,972 198 30 3,650 188 571 2,332 2

B 3,605 60 28 1,907 114 554 942 1

う ち 料 金 収 入 3,537 60 27 1,884 114 548 903 1

う ち 受 託 工 事 収 益 C 0 0 0 0 0 0 0 0

う ち 他 会 計 繰 入 金 38 0 0 0 0 0 38 0

3,367 139 2 1,744 75 17 1,390 1

う ち 他 会 計 繰 入 金 2,636 87 1 1,144 30 17 1,356 1

D 4,443 188 38 3,062 70 26 1,056 2

4,113 188 37 2,905 67 24 890 2

う ち 職 員 給 与 費 651 119 5 383 31 16 98 0

242 0 1 94 0 2 144 0

E 2,529 10 ▲8 588 118 545 1,276 ▲0

F 4,651 7 74 699 0 2,570 1,301 0

1,751 0 33 325 0 833 560 0

1,398 7 34 372 0 634 351 0

G 6,243 17 57 1,259 32 2,837 2,039 0

2,576 0 20 291 30 1,693 542 0

H 2,855 17 24 966 2 349 1,497 0

I ▲ 1,592 ▲10 16 ▲560 ▲32 ▲267 ▲738 0

(E+I) 937 0 9 28 86 278 537 ▲0

1,017 0 9 6 40 183 779 0

J 0 0 0 0 0 0 0 0

95.5% 96.6% 49.1% 90.6% 260.7% 152.0% 91.3% 85.6%

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

全事業

地 方 債

　事　　　　業　　　　別　　　　内　　　　訳

地 方 債 利 息

収 支 差 引 (A-D)

資

本

的

収

支

資 本 的 収 入

事　　　　業

項　　目

収

益

的

収

支

総 収 益

営 業 収 益

営 業 外 収 益

総 費 用

営 業 費 用

収 益 的 収 支 比 率 A/(D+H)

赤 字 比 率 J/(B-C)

他 会 計 繰 入 金

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

地 方 債 償 還 金

収 支 差 引 (F-G)

収 支 再 差 引

実質 黒 字

収支 赤 字

 

 

 


